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１．貸出金１．貸出金

○貸出金残高は前年同期比１０２億円（１．３３％）増加し、７，７６８億円。

○一般（法人、事業者、地公体）向貸出は前年同期比４４億円（０．８３％)増加、個人
　ローンは同５９億円（２．４８％）増加、中でも住宅ローンは９０億円（４．５７％）の

　増加。
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項 目 1７年３月期 
(Ａ) 

1６年３月期 
（Ｂ） 

前年同期比 
（Ａ-Ｂ） 

貸出金残高    ７，７６８  ７，６６６  １０２  

 一般（法人、事業者、地公体）向け    ５，３３２ ５，２８８  ４４  

 個人ローン    ２，４３６ ２，３７７  ５９  

  うち住宅ローン    ２，０５７ １，９６７  ９０  

 

貸出金残高推移（単位：億円）
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２．預金・預り資産２．預金・預り資産

○預金残高は前年同期比１９６億円（１．７７％）増加し、１兆１，２４６億円。

○個人預金残高は前年同期比３６億円（０．４３％）増加し、８，６００億円。

○預り資産は前年同期比２６６億２千６百万円（１７１％）増加し、４２１億７千９百万円。

　中でも、投資信託、公共債が顕著な増加。

項  目 17 年 3月期 
(Ａ ) 

16 年 3月期 
（Ｂ）  

前年同期比 
（Ａ-Ｂ） 

預 金 残 高    11,246  11,050          196 
 個    人     8,600  8,564           36 
 法人、地公体、金融機関    2,646      2,486         160 

 

項 目 17年3月期 
(Ａ) 

16年3月期 
（Ｂ） 

前年同期比 
（Ａ-Ｂ） 
 

（Ａ）／（Ｂ） 

預り資産残高 ４２，１７９ １５，５５３ ２６，６２６ ２．７１ 
 公共債 １８，０７５ ６，６９０ １１，３８５ ２．７０ 
 投資信託 １９，８２７ ７，２７４ １２，５５３ ２．７２ 

 個人年金保険 ３，６８２ １，２６２ ２，４２０ ２．９１ 
 外貨預金 ５９４ ３２６ ２６８ １．８２ 
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（単位：百万円）

　○17年3月末の決済用預金残高は245億円（総預金に占める割合は2.18%）。

（単位：億円）

預金残高推移（単位：億円）
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３．収益３．収益
（１）業務純益（１）業務純益

○業務純益は前年同期比２６億６千４百万円増加し、９２億５千９百万円。

○主な増益要因は一般貸倒引当金戻入、経費の削減、および役務取引等収益の増加
　による。

○コア業務純益も前年同期比３億５百万円増加し、７９億４千７百万円。

項 目 前年同期比 
一般貸倒引当金純繰入  △１，９８４ 
経     費 △６４６ 
役務取引等収益 １２３ 
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業務純益
コア業務純益 （単位：百万円）

項 目 17年3月期 
(Ａ) 

16年3月期 
（Ｂ） 

前年同期比 
（Ａ-Ｂ） 

業務純益 ９，２５９ ６，５９５ ２，６６４ 
コア業務純益 ７，９４７ ７，６４２ ３０５ 

 

　（単位：百万円）

○主な増益要因（業務純益）

業務純益推移（単位：百万円）
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（２）経費（２）経費

項 目 17 年 3 月期 
(Ａ) 

16 年 3 月期 
（Ｂ） 

前年同期比 
（Ａ-Ｂ） 

経 費 13,413 14,059 △ 646 
 うち人件費       8,094 8,534 △ 440 
 物件費 4,630 4,878      △ 248 

 

○システムの外部計算委託料の削減を中心とした物件費が前年同期比２億４千８百万
　円減少し、人員計画に基づく人員減少により人件費を同４億４千万円削減。

　経費全体では６億４千６百万円圧縮。

○今後もローコスト経営を目指し、経費の効率化・合理化を図る。

 16年3月末 
実 績 

17年3月末 
実 績 

18年 3月末 
計 画 

行員数 1,099名 1,057名 1,000名 
 

（単位：百万円）

○人員計画
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（３）経常利益（３）経常利益

○業務純益の増加および不良債権処理額の減少等の一方で、新潟中央銀行の
　営業譲受（13.5.14.)に伴い交付された資金の臨時収益計上の終了により、

　前年同期比１５億１百万円減少し、２８億１千９百万円。

項 目 17 年 3 月期 
（Ａ） 

16 年 3 月期 
（Ｂ） 

前年同期比 
（Ａ-Ｂ） 

業 務 純 益 ９，２５９  ６，５９５ ２，６６４ 
不良債権処理額 ５，８４５  ８，０６３ △２，２１８ 

 

項 目 17 年 3 月期 
（Ａ） 

16 年 3 月期 
（Ｂ） 

前年同期比 
（Ａ-Ｂ） 

臨 時 収 益 ７４２  ７，６２４ △６，８８２ 
 

2,819

4,320

2,000

3,250

4,500

16/3期 17/3期

経常利益推移（単位：百万円）
○主な増益要因

○主な減益要因

（単位：百万円）

（単位：百万円）

うち営業譲受により交付さ
れた資金の臨時収益計上額

7,409百万円
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（４）当期純利益（４）当期純利益

○不良債権の積極的な最終処理に伴う有税貸倒引当金の取崩しにより、繰延税金資
　産が減少し、法人税等調整額を２７億８千９百万円計上（減益要因）したが、一方で、

　厚生年金基金の代行返上に伴う特別利益２１億４千万円の計上により、当期純利益

は前年同期比１３億５百万円増加し、２５億１千３百万円。

2,513

1,208

500

1,600

2,700

16/3期 17/3期

当期純利益推移（単位：百万円） （単位：百万円）
 期 17 年 3 期 16 年 3 期 前年同期比 
項 目  （Ａ）   （Ｂ）   （Ａ－Ｂ）  
 （資金利益） （ 21,104 ） （ 21,589 ） （  △485 ）

 （その他業務利益） （ △20 ） （ △415 ） （  395 ）
業 務 純 益  9,259     6,595    2,664  
経 常 利 益  2,819   4,320    △1,501  
 （経常収益） （ 24,541 ） （ 31,642 ） （  △7,101 ）

 （経常費用） （ 21,722 ） （ 27,322 ） （  △5,600 ）
 特別損益  2,244   △526    2,770  

税引前当期純利益  5,062   3,794    1,268  
法人税、住民税及び事業税  44   3,372    △3,328  
過年度未払法人税等取崩額  △284   －    △284  
法人税等調整額     2,789       △786    3,575  
当期純利 益  2,513   1,208    1,305  
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４．不良債権４．不良債権
（１）不良債権額（１）不良債権額

○企業再生支援および償却・債権売却等によるオフバランス化に積極的に取り組んだ
　結果、不良債権額は前年同期比７０億７千万円減少し、３８５億７千８百万円。

○不良債権比率は前年同期比０．９８％、１６年９月期比０．４４％改善して４．９３％。

○１８年３月期に４％台前半の目標。（中期経営計画目標「５％以下」を修正）

 項 目 
17年3月期 

16年3月期比 
16年3月期 

16年9月期 
（参 考） 

破産更生債権及び こ れ ら に準ず る債権 11,729 △ 7,520     19,249     13,825 

破 綻 先 債 権 3,465 △ 2,282      5,747      4,529 
 
実質破綻先債権 8,264 △ 5,237     13,501     9,296 

危 険 債 権 23,392  4,205     19,187      20,760 
要 管 理 債 権 3,455 △ 3,756 7,211       6,960 
 小  計（Ａ） 38,578 △ 7,070 45,648      41,546 

正 常 債 権 744,157  17,369 726,788     732,150 

金
融
再
生
法
開
示
債
権 
債権額合計（Ｂ） 782,736  10,300 772,436     773,696 
不良債権比率（Ａ/Ｂ） 4.93％ △ 0.98%      5.91％     5.37％ 

 

4.93

5.37

5.91

4.00

5.00

6.00

16/3期 16/9期 17/3期

（単位：百万円）
不良債権比率推移（単位：％）
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（２）不良債権処理（２）不良債権処理

○不良債権処理は、金融検査マニュアルに基づいた償却・引当基準に基づき厳格に実
　施した結果、前年同期比２２億１千８百万円減少し、５８億４千５百万円。

○内訳は、貸出金償却１５億５千４百万円、個別貸倒引当金純繰入額３５億円、延滞債
　権等売却損７億８千９百万円。

 期 17年3月期 16年3月期 前年同期比 
項 目 （Ａ） （Ｂ） （Ａ－Ｂ） 
不良債権処理額  計 ５，８４５  ８，０６３  △ ２，２１８  
貸出金償却 １，５５４  ２，２７５  △ ７２１  
個別貸倒引当金純繰入額 ３，５００  ４，８１６  △ １，３１６  
延滞債権等売却損 ７８９  ９７１  △ １８２  

 

（単位：百万円）
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５．自己資本比率５．自己資本比率

○自己資本比率は内部留保の積み上げにより、連結９．７０％、単体９．６８％となり、

　ともに前年同期比０．１７％と０．１６％増加。

○ＴｉｅｒⅠ比率は連結８．７０％、単体８．７１％で十分な水準を維持。

○自己資本には劣後債、劣後ローン等の負債性資本の調達はなし。

 項 目 
17年3月期（速報値） 16年3月期比 16年3月期 

連結自己資本比率 
連結ＴｉｅｒⅠ比率 
連結自己資本 
連結リスクアセット 

9.70％  
8.70％  

     55,951 
    576,757 

0.17％  
0.18％  

        1,928  
       10,208  

9.53％  
8.52％  

      54,023 
     566,549 

単体自己資本比率 
単体ＴｉｅｒⅠ比率 
単体自己資本 
単体リスクアセット 

          9.68％
          8.71％ 
        55,776  
     575,969 

0.16％  
0.20％  

      1,882 
      10,255  

9.52％  
          8.51％ 
        53,894  
     565,714 

 

（単位：百万円）
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自己資本比率
Tier1比率

連結自己資本比率推移（単位：％）
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６．繰延税金資産６．繰延税金資産((単体）単体）

○繰延税金資産は、不良債権の償却・債権売却等のオフバランス化による有税貸倒引当

　金の減少等により、前年同期比４１億９千２百万円減少し、５４億９千２百万円。

○繰延税金資産の自己資本（ＴｉｅｒⅠ）に占める割合は、前年同期比９．１６％減少し、

１０．９４％。

項 目 17年3月期 
（Ａ） 

16年3月期 
（Ｂ） 

前年同期比 
（Ａ-Ｂ） 

繰延税金資産    （Ａ）     5,492  9,684      △ 4,192 
自己資本(ＴｉｅｒⅠ)（Ｂ）     50,169 48,166          2,003 
（Ａ）/（Ｂ）×100   10.94％         20.10％     △ 9.16％ 

 

（単位：百万円）
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（付）業績予想（付）業績予想

通 期（18年3月期） 項 目 
連 結 うち単体 

経 常 収 益  ２４，４００ ２４，１００ 
（業 務 純 益）  (６，７５０ ) 
経 常 利 益    ２，０５０ ２，１７０ 
当 期 純 利 益    １，０８０   １，２００ 
自己資本比率    ９．７０％   ９．６８％ 

 

（単位：百万円）

本資料には、将来の業績に関する記述が含まれています。こうした記述は、将来の業績を保証するものではなく、リスク

や不確実性を内包するものであり、経営環境の変化等により計画または予想の数値と異なる可能性があります。
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組織改正について組織改正について

１．組織改正の概要
　（１）「新潟地区本部」の新設
　　　　新潟地区の営業力強化のため。
　
　（２）「業務開発部」の新設
　　　　高度な知識を有する法・個人向けの新業務についての開発・導入を図る
　　ため。
　
　（３）「個人融資部」の「営業統括部」への統合
　　　　個人融資を預金・貸出金の営業推進の一環として推進することが効率的
　　なため。

２．改正日
　　平成１７年６月２９日（水）

　　　　　　　　　　　　　　　詳細は別紙をご参照ください。
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会社説明会のご案内会社説明会のご案内

会 場 日 時 開 催 場 所 

長岡会場 
６月３日(金) 

14:00～16:00 

長岡グランドホテル 2 階「悠久の間」 

長岡市東坂之上町1丁目2番地1(℡0258-33-2111) 

新潟会場 
６月８日(水) 

14:00～16:00 

ホテル新潟 2 階「芙蓉の間」 

新潟市万代 5丁目 11 番 20 号(℡025-245-3334) 

三条・燕会場 
６月１５日(水) 

14:00～16:00 

燕三条ワシントンホテル 3階「芙蓉の間」 

燕市井土巻 3丁目 65 番地（℡0256-66-2000） 

 

　　　頭取が営業概況・戦略について説明します。
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                                       別 紙 

平成 17 年 5 月 20 日 

各 位 
株式会社 大光銀行 

 
組織の改正について 

 
 組織の改正について、下記のとおり予定しております。 

 

記 

１．改正の概要 

（１）「新潟地区本部」の新設 

（２）「業務開発部」の新設 

（３）「個人融資部」の「営業統括部」への統合 

２．目 的 

（１）新潟地区の営業力の強化 

（２）新業務への対応と営業店支援機能の集約・強化 

（３）組織の効率化、活性化および組織的対応力の強化を図る。 

３．改正日 

平成１７年６月２９日（水） 

４．内 容 

（１）「新潟地区本部」の新設 

新潟地区・地域の営業力を強化するために、頭取直轄の「新潟地区本部」を新潟駅前支店

内に新設します。なお、新潟地区本部長は役付役員が常駐・担当し、統括店舗は、旧新潟市

内店舗および亀田支店・豊栄支店とします。業務は営業統括部の営業店統括機能および新設

の業務開発部の支援機能を側面的に援助するとともに、新潟地区における営業店情報活動の

支援・指導を行います。 

（２）「業務開発部」および「金融サービス課」「営業支援課」の新設 

○「業務開発部・金融サービス課」 

機能としては高度な知識を要する法・個人向けの新業務等についての開発・導入機能を行

います。 

具体的な業務は、「金融改革プログラム」への対応および新分野業務の開発・検討・実施・

関係部との調整等を行うとともに、Ｍ＆Ａ、ビジネスマッチング、債権の流動化、ＣＬＯ、

ＰＦＩ、再生ファンド組成、ＩＳＯ取得支援等の高度な法人支援業務ノウハウを取得し、専

担者として営業店支援を行い役務収益の増加に繋げます。また、現行の営業統括部内の「医

療・介護・福祉分野取引推進専担者」を金融サービス課に所属させます。 

○「業務開発部・営業支援課」 

業務は現行の営業統括部新規開拓チーム（５名）を異動するとともに増員し、法人サービ 

ス機能の提案等を通じて新規法人融資開拓を行い、長岡地区（本部内）および新潟地区（新

潟駅前支店内）に設置します。 
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（３）「個人融資部」の「営業統括部」への統合 

平成１３年８月より、「個人融資部」を新設して住宅ローンを中心とした個人ローンの推

進強化を図ってきましたが、預金・貸出金の営業推進の一環として行うことが効率的である

ため、「個人融資部」を「営業統括部」に統合して「営業統括部・個人ローン推進課」を新

設します。 

５．その他の改正 

 ・総合企画部内の「法務課」を「コンプライアンス室」に名称変更します。 

 ・人事部内の「厚生課」を「人事課」に統合するとともに、「研修課」を「人材開発課」に名

称変更します。 

６．改正前・後の組織図 

  別 紙 

                                      以 上 

                                  

 



【改正前組織図】 【改正後組織図】 別 紙
（平成１７年5月20日現在） (平成１７年6月29日改正予定）
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頭　　　　取 頭　　　　取

専務取締役 　 審査課 審査課 専務取締役
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（１１部） （２５課４室１事務所） （２２課５室１事務所） （11部１本部）


